





















































































































































 5.1.2 裁量的課税計算対象発生項目額の推定 
 5.1.3 所得状態の推定 
 5.1.4 裁量的課税計算対象発生項目額の比較と税負担に関する検証 
 5.1.5 税コスト削減行動の検証のサンプルセレクション 
5.2 税金費用に関する仮説の検証 
5.2.1 作業仮説の設定 
 5.2.2 裁量的評価性引当率の推定 
 5.2.3 裁量的評価性引当率の比較と税負担に関する検証 






 6.1 税コスト削減行動に関する仮説の検証結果 
  6.1.1 サンプルの選定結果 
  6.1.2 裁量的課税計算対象発生項目額の推定および比較結果 
  6.1.3 裁量的課税計算対象発生項目額と税負担の関係 
6.2 税金費用に関する仮説の検証結果 
 6.2.1 裁量的評価性引当率の推定および比較結果 











































































6.1.1  親会社の所得状態と連結納税制度適用の関係 
6.1.2  連結納税制度適用と税コストの関係 

























 1 総括 
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